朝日新聞の報道による修学旅行問題について
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長野高教組教文部長談話

１月15日付朝日新聞朝刊で「校長ら60人『役得』台湾旅行」という見出しで、台湾当局が昨年末に催した修学旅行誘致のための旅行に高校の校長、教員らが参加し、４泊５日分のホテル代、飲食費、現地交通費を負担してもらっていたという報道がありました。16日付同紙では中国においても同様の旅行があったと報道されています。

記事では台湾旅行に参加した60人の半数以上が東京、神奈川、長野の３都県の教員であったと指摘されていたため、長野高教組は事実関係を県教育委員会に問い合わせました。修学旅行を担当する教学指導課によれば、「修学旅行の下見として参加した県立高校が２校あることは承知している。この２校の３名の職員については、修学旅行の下見すなわち校務（公務）であり問題はないと考える。朝日新聞からは、それ以外に個人的な旅行として参加された方がいるのでは、という質問をうけたが、個人的な旅行まで県教委として把握していないのでコメントのしようがない、と回答した。」とのことでした。

記事によれば、通常なら15万円程度のコースのうち、個人的な負担は往復渡航費用の５万４千円余りのみということです。金額面のみならず、修学旅行誘致を目的とする企画に便乗して私的な旅行をしたことがあるとすれば、社会的に認められるべきものでないことは明らかです。

さて、修学旅行の下見として今回の旅行への参加はどう考えるべきでしょうか。数年前、引率職員の修学旅行費用を生徒に負担させているという実態が問題となって以来、各校で旅行先を保護者、生徒の意見をもとに決定したり、入札による旅行業者選定をしたり、修学旅行について透明性を確保するよう努力しています。と同時に、教育予算が削減され、旅費の確保が困難になり、引率職員の数を減らしたり、下見について翌年の担当者が修学旅行の引率職員として加わるなどの工夫をしたり、あるいは下見をまったくしないという例もあります。

生徒たちが安全にかつ充実した旅行をするために入念な下見は本来欠かせません。はじめての旅行先の場合はなおさらです。必要な下見をできるだけ安価におこなわなければならないという状況下で、該当校の修学旅行担当者が今回の台湾当局からの旅行案内に応じたことは、無理もない側面は確かにあります。反面、参加費用が公費でまかなわれる公務である以上、下見の範囲を超えた旅程や観光等については、どのような費用負担がなされたのかという検証は必要であると考えます。

さらに、修学旅行先として台湾がなぜふさわしいのか、台湾でしか得られない修学旅行体験とは何であるのかということを明らかにすることが求められます。台湾への修学旅行を教職員だけで決めたのではなく、生徒や保護者が主体的に選定過程に加わり、対話と合意の上で選定されたのかも問われます。

個人での国内旅行や海外旅行の機会が増え、かつてのような修学旅行の意義はもはやないとの指摘があります。また旅行中は24時間態勢で引率の責任を果たさなければならないという点で教職員の負担が非常に大きい行事でもあります。しかし、多くの高校生にとって修学旅行は高校生活のなかで最も思い出深い行事です。旅行先に応じて平和問題や人権問題をテーマに事前学習を重ね、現地でしか得られない貴重な体験につなげるという点で大切な学習の機会であり、加えて数日間にわたって級友と一緒に過ごすことによる教育的な意義は大きいといえます。一方、生徒の家庭にとって少なくない経済的負担を強いるものでもあります。わたしたち教職員は修学旅行が社会的な指弾を浴びるような事態は避けなければなりません。また、各校において修学旅行に必要十分な予算が確保できるよう県当局は努力するべきです。

